
　 令和４年第３回岐阜県議会定例会提出議案の概要（条例その他）

（令和４年６月１５日）

議第６８号 岐阜県職員退職手当条例の一部を改正する条例について
[担当課：人事課]

国家公務員退職手当法の一部改正に鑑み、失業者の退職手当（※）について、国
家公務員に準じて次のとおり所要の規定の整備を行う。
※ 職員であった者が退職後一定の期間失業している場合に、職員の退職時に支給された退職手当の

額が雇用保険法に基づく失業等給付相当額に満たないときは、その差額分を退職手当として支給

するもの

１ 退職の日後に事業を開始した者が知事にその旨を申し出たときは、当該事業の
実施期間（最長３年間）は、失業している場合に手当を受給できる期間（原則退
職の日後１年間）に算入しないこととする。

２ 雇用機会が不足する地域における給付日数の延長の暫定措置（※）について、
その適用期間を３年延長する。
※ 雇用機会が不足していると認められる地域に居住する一定の退職者に係る失業者の退職手当

の給付日数を６０日延長する措置

３ その他所要の規定の整理を行う。

（一部を除き、公布の日から施行）

資料４
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議第６９号 岐阜県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：人事課]

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部
改正に鑑み、国家公務員に準じて、次のとおり規定の整備を行う。

１ 非常勤職員の育児休業の取得要件の緩和
⑴ 子の出生後８週間以内の育児休業について、任期に係る取得要件を次のとお
り緩和する。
【変更前】 子が１歳６か月に達する日までにその任期が満了することが明ら

かでないこと。
【変更後】 子の出生日から起算して８週間と６月を経過する日までにその任

期が満了することが明らかでないこと。

⑵ 子が１歳以降の育児休業（※）について、期間（子が１歳以上１歳６か月未
満又は１歳６か月以上２歳未満）の途中での夫婦交替等による取得を可能とす
る。
※ 非常勤職員が育児休業を取得できるのは、子が１歳に達する日までが原則だが、保育所に

入所できない等の場合は、子が１歳６か月又は２歳に達する日まで取得可能

２ その他所要の規定の整理を行う。

（令和４年１０月１日から施行）

議第７０号 岐阜県税条例の一部を改正する条例について
[担当課：税務課]

地方税法の一部改正に伴い、次のように改正する。

１ 不動産取得税
登記所から県に登記情報が直接通知されるようになるため、不動産を取得した

者が登記の申請をした場合は、原則として県に対する申告を不要とする。

２ その他所要の規定の整理等を行う。
※ １に伴う、特定非営利活動法人に対する岐阜県税の特例に関する条例の規定の整理を含む。

（一部を除き、令和５年４月１日から施行）
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議第７１号 過疎地域における岐阜県税の特例に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：税務課]

租税特別措置法等の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）

議第７２号 岐阜県地方活力向上地域における事業税及び不動産取得税の特例に関する条例の
一部を改正する条例について

[担当課：税務課]

県内に本社機能を移転又は拡充する事業者に対する事業税及び不動産取得税の特
例について、次のとおり要件を緩和した上で、その適用期間を２年延長する。

【要件の緩和内容】
地域再生法に基づく特定業務施設（※）の整備計画の認定から当該施設の新設

又は増設までの期間を３年に延長（現行２年）
※ 調査・企画、情報処理、研究開発等の部門のために使用される事務所又は重要な役割を担う

研究所若しくは研修所など、いわゆる本社機能を有する施設等（工場及び店舗を除く。）

＜特例の概要＞

特定業務施設の整備計画について知事の認定を受けた事業者が、当該施設の新設又は増設を

行った場合に、次のとおり軽減

税 目 対 象 軽 減 内 容

事 業 税 特定業務施設に係る事業（東京２３区から県内 １年目 ２分の１に軽減

へ移転する場合に限る。） ２年目 ４分の３に軽減

３年目 ８分の７に軽減

不動産取得税 特定業務施設の用に供する家屋又はその敷地の 全額免除

取得

（公布の日から施行）
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議第７３号 岐阜県議会議員及び岐阜県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例
の一部を改正する条例について

[担当課：市町村課]

公職選挙法施行令の一部改正に鑑み、県議会議員選挙及び知事選挙における選挙
運動の公費負担の限度額について次のとおり改定する。

（ ）１ 選挙運動用自動車の使用に係る費用 使用１日当たり
区 分 改定前単価 改定後単価

一般運送 自動車借入契約 15,800円 16,100円
契約以外
の契約 燃料供給契約 7,560円 7,700円

（ ）２ 選挙運動用ビラの作成に係る費用 作成枚数１枚当たり
区 分 改定前単価 改定後単価
５万枚以下

７円51銭 ７円73銭
の場合
５万枚を超 {375,500円＋５円２銭× {386,500円＋５円18銭×
える場合 （作成枚数－50,000枚）}/ （作成枚数－50,000枚）}/

作成枚数 作成枚数

３ 個人演説会告知用ポスター及び選挙運動用ポスターの作成に係る費用（ポス
ター１枚当たり）
区 分 改定前単価 改定後単価
ポスター掲 （310,500円＋525円６銭× （316,250円＋541円31銭
示場数が500 ポスター掲示場数）/ポス ×ポスター掲示場数）/ポ
以下の場合 ター掲示場数 スター掲示場数
ポスター掲 ｛310,500円＋262,530円 ｛316,250円＋270,655円
示場数が500 ＋27円50銭×（ポスター掲 ＋28円35銭×（ポスター
を超える場 示場数－500）｝/ポスター 掲示場数－500）｝/ポス
合 掲示場数 ター掲示場数

（公布の日から施行）

議第７４号 岐阜県博物館条例等の一部を改正する条例について
[担当課：文化伝承課]

博物館法の一部改正に伴い、次の５条例について所要の規定の整理を行う。

１ 岐阜県博物館条例
２ 岐阜県旅館業法施行条例
３ 岐阜県美術館条例
４ 岐阜県現代陶芸美術館条例
５ 岐阜県暴力団排除条例

（令和５年４月１日から施行）
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議第７５号 岐阜県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：農村振興課]

農地法に基づく農地転用許可等を行う市町村として、池田町が農林水産大臣の指
定を受けたことに伴い、所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）

議第７６号 岐阜県建築基準条例及び岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例に
ついて

[担当課：建築指導課]

建築基準法の一部改正に伴い、次の２条例について所要の規定の整理を行う。

１ 岐阜県建築基準条例
２ 岐阜県土木関係手数料徴収条例

（公布の日から施行）
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議第７７号 岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：住宅課]

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、次の手数料を新たに
徴収する。

１ 長期優良住宅維持保全計画認定申請手数料

⑴ 確認書又は住宅性能評価書（※）を添付して申請する場合
※ 住宅性能評価を行う民間機関が交付する書面で、住宅の構造及び設備について住宅の長期

使用等のための一定の措置が講じられている旨が記載されたもの

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建ての住宅 ２０，０００円

５戸以下の共同住宅 ３５，０００円

５戸超１０戸以下の共同住宅 ５６，０００円

１０戸超２５戸以下の共同住宅 ９２，０００円

２５戸超５０戸以下の共同住宅 １４６，０００円

５０戸超１００戸以下の共同住宅 ２２１，０００円

１００戸超２００戸以下の共同住宅 ３７４，０００円

２００戸超３００戸以下の共同住宅 ４７２，０００円

３００戸超の共同住宅 ５３６，０００円

⑵ 確認書又は住宅性能評価書を添付せず申請する場合

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建ての住宅 ７２，０００円

５戸以下の共同住宅 １６２，０００円

５戸超１０戸以下の共同住宅 ２５５，０００円

１０戸超２５戸以下の共同住宅 ４９９，０００円

２５戸超５０戸以下の共同住宅 ８８８，０００円

５０戸超１００戸以下の共同住宅 １，５２２，０００円

１００戸超２００戸以下の共同住宅 ２，８１１，０００円

２００戸超３００戸以下の共同住宅 ４，０１３，０００円

３００戸超の共同住宅 ４，９１５，０００円

２ 長期優良住宅維持保全計画変更認定申請手数料

手数料の区分は１の表と同じとし、手数料の額は１の表の２分の１の額とする。

（令和４年１０月１日から施行）
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議第７８号 岐阜県教育委員会関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：教育委員会教職員課]

教育職員免許法等の一部改正に伴い、次のとおり規定の整備を行う。

１ 教育職員免許状の更新に係る事務の廃止に伴い、次の手数料を廃止する。
⑴ 教育職員免許状有効期間更新手数料
⑵ 教育職員免許状有効期間延長手数料
⑶ 教育職員免許状更新講習修了確認等手数料
⑷ 教育職員免許状更新講習修了確認期限延期手数料
⑸ 教育職員免許状更新講習受講免除認定手数料
⑹ 教育職員免許状有効期間更新証明書等発行証明書交付手数料
⑺ 教育職員免許状有効期間更新証明書等書換え手数料

２ その他所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）

議第７９号 新大矢田トンネル工事の請負契約の変更について
お や だ

[担当課：道路建設課]

交通誘導員の減少等に伴い、契約金額を減額する。

契約金額 変更前 １，５３３，６００，０００円
変更後 １，５２４，１８３，４８０円（△９，４１６，５２０円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 大日本・ＴＳＵＣＨＩＹＡ・青協特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 一般県道上野関線

美濃市大矢田地内

３ 工事の概要 トンネル工

延長６２３．００メートル

幅員８．５０メートル

内空断面積５１．８０平方メートル

４ 契約年月日 平成３１年３月２２日
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議第８０号 岐阜総合学園高等学校２号館建築工事の請負契約について
[担当課：公共建築課]

１ 契約の目的 岐阜総合学園高等学校２号館建築工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 １，６８３，０００，０００円

４ 契約の相手方 大日本・岐建・市川特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市宇佐南１丁目３番１１号
大日本土木株式会社

大垣市西崎町２丁目４６番地
岐建株式会社

岐阜市鹿島町６丁目２７番地
株式会社市川工務店

５ 工事の場所 岐阜市須賀地内

６ 工事の概要 ２号館
鉄筋コンクリート造一部鉄骨造２階建
延べ面積５，６６９．８６平方メートル

渡り廊下
鉄骨造２階建
延べ面積１０８．２４平方メートル
鉄骨造２階建
延べ面積１５７．１６平方メートル

議第８１号 岐阜県庁舎行政棟の移動式書棚の取得について
[担当課：法務・情報公開課]

１ 種類及び数量 移動式書棚 一式

２ 取得の相手方 岐阜市柳津町流通センター１丁目８番地４
株式会社インフォファーム

３ 取得予定金額 ２３５，４００，０００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第８２号 岐阜県庁舎の執務机及び執務椅子の取得について
[担当課：県庁舎開設準備課]

１ 種類及び数量 執務机 ２，８２１台
執務椅子 ２，９１８脚

２ 取得の相手方 岐阜市柳津町流通センター１丁目８番地４
株式会社インフォファーム

３ 取得予定金額 ４２５，９７８，１９０円

４ 取得の方法 買入れ

議第８３号 岐阜県庁舎のテーブル及び椅子の取得について
[担当課：県庁舎開設準備課]

１ 種類及び数量 テーブル ６１９台
椅子 ２，９０２脚
附属設備
椅子の運搬用台車 ８台

２ 取得の相手方 岐阜市西野町６丁目２番地
株式会社髙修

３ 取得予定金額 １５２，０２０，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第８４号 岐阜県庁舎の収納庫の取得について
[担当課：県庁舎開設準備課]

１ 種類及び数量 収納庫 １，２９３台

２ 取得の相手方 岐阜市柳津町流通センター１丁目８番地４
株式会社インフォファーム

３ 取得予定金額 １３８，７７４，９００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第８５号 テレビ会議システム機器の取得について
[担当課：危機管理政策課]

１ 種類及び数量 テレビ会議システム機器 一式

２ 取得の相手方 東京都港区西新橋２丁目１５番１２号
株式会社日立国際電気

３ 取得予定金額 ２８９，０９１，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第８６号 徳山ダム上流域の山林の取得について
[担当課：水資源課]

県は、徳山ダム上流域の公有地化を推進するため、次の山林の取得（共有持分の
取得を含む。）をする。

１ 所 在 地 揖斐郡揖斐川町塚字塚奥山５４８番１３ほか９５筆

２ 取得予定面積 １７，５４９，９９８．７８平方メートル（うち、共有持分の
取得に係る山林の面積は、１７，４４９，８８６．４８平方メ
ートル（共有持分の取得に係る山林の筆ごとの面積に当該筆に
係る県が取得する共有持分の割合を乗じて得た数に相当する面
積の合計は、１，３８６，９２２．８２平方メートル））

３ 所 有 者 扇間みつ子ほか４名

４ 取得予定金額 １６５，０６０，８５４円

５ 取得の方法 買収

【参考】
今回上程分に係る山林の取得状況

今回の議案に 持分割合換算面積(B) 取得割合
筆数 係る土地全体 ((A)に持分割合を乗 (全取得対象面積

の面積(A) じた換算面積) 約17,700haに対す
る(B)の割合）

完全取得する山林 5筆 10.0ha 10.0ha 0.06％
持分取得する山林 91筆 1,745.0ha 138.7ha 0.78％
合 計 96筆 1,755.0ha 148.7ha 0.84％

↓
既取得割合（９２．６３％）を加えると、９３．４７％

（※端数処理のため合計が合わないことがある。）

筆 数：今回取得する土地の筆数

※ 完全取得：単独所有山林の取得及び共有山林の共有持分の全部の取得

持分取得：共有山林の共有持分の一部の取得
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議第８７号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：警察本部総務室情報管理課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ ８４２台

２ 取得の相手方 岐阜市六条北４丁目１０番７号
中央電子光学株式会社

３ 取得予定金額 １３０，４０５，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第８８号 審査請求に関する諮問について
[担当課：人事課]

退職手当支給制限処分について審査請求があったので、地方自治法第２０６条第
２項の規定により議会に諮問する。

１ 審査請求人
元県立高等学校教諭

２ 審査請求があった日
令和３年５月１８日

３ 審査請求の趣旨
退職手当支給制限処分の取消しを求める。

議第８９号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：情報システム課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ ２，５２５台

２ 取得の相手方 東京都千代田区飯田橋２丁目１８番４号
株式会社大塚商会

３ 取得予定金額 ２５２，９８６，８００円

４ 取得の方法 買入れ
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